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１．一般事項 

本計算書は，使用済燃料貯蔵ラック（25 体）（以下「ラック」という。）の耐震性につ

いての計算方法と計算結果を示す。 

 

１．１ 構造計画 

ラックの構造計画を表１－１に示す。 
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表１－１ 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造物 主体構造 

ラックは，縦置型で共用プール

の床に置かれたコモンベース

上に設置されラック取付ボル

トで固定している。コモンベー

スは，共用プール床に取り付け

られてある基礎ボルトにより

固定している。 

ステンレス鋼製角形枠組構造 
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ラック本体 
（枠板大） 

ラック本体 
（枠板小） 

燃料支持板 
ベース 
コモンベース 
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１．２ 評価方針 

ラックの応力評価は，「3.2 荷重の組合せ及び許容限界」にて設定した荷重及び荷重の

組合せ並びに許容限界に基づき，「1.1 構造計画」にて示すラックの部位を踏まえ「2. 評

価部位」にて設定する箇所において，「3.3 解析モデル及び諸元」及び「3.4 固有周期」

で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「3. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認

結果を「4. 評価結果」に示す。  

ラックの耐震評価フローを図１－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ ラックの耐震評価フロー 

 

＊１：基準地震動Ｓｓにより定まる

動的震度についても求める 

ラックは，柔（１次固有周期が

0.05 秒を超える）であり，柔

の場合の応力計算の流れを記

載した。 

Ｓｓ地震動の場合 

固有周期計算 

建屋床応答スペクトルから固有周期を

用いて得られる震度を求める＊１ 

水平方向設計震度の決定 

鉛直方向設計震度を求める 
※水平方向地震力と同時に不利な方向

に作用させる 

鉛直方向設計震度の決定 

設計条件の決定  
（ラックに働く加速度が決まる） 

ＮＡＳＴＲＡＮによる静的解析及び設

計用床応答スペクトルを用いたモーダ

ル応答解析（動的解析）を行う 

部材，ボルトの応力を求める 
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１．３ 準拠基準等 

 本評価は原則として下記に準拠して行う。 

   ・原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601・補-1984） 

・原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601-1987） 

・原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601-1991 追補版） 

・原子力発電所耐震設計技術規程（JEAC 4601-2008） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005/2007） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（社団法人 日本建築学会（2005 年 9 月）） 

・日本産業規格（JIS） 
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１．４ 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｆ 

ＡＳ 

ＣＨ 

Ｃｖ 

Ｅ 

Ｆ＊ 

Ｆｉ 

ｆｊ 

 

ｆ０ 

ｆｃｂ 

ｆｃ 

ｆｓ 

ｆｓｂ 

 

ｆＳＳ 

ｆｔ 

ｆｔｏ 

 

ｆｔｓ 

 

g 

H 

H’ 

Ｌ 

Ｌ１ 

lｉｇ 

lｊ 

 

Ｍ 

Ｍｉ 

ｍ 

スペーサ下部支持部材の断面積 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの軸断面積 

圧縮フランジの断面積 

スペーサの面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

ベース又はコモンベース底部に作用するせん断力 

ベース又はコモンベース端から lｊの位置にあるラック取付ボル

ト又は基礎ボルトに作用する引張力（１本当り） 

スペーサ下部支持部材の許容組合せ応力 

スペーサ下部支持部材の許容曲げ応力 

スペーサの許容圧縮応力 

部材の許容せん断応力 

せん断力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許容

せん断応力 

スペーサ下部支持部材の許容せん断応力 

部材の許容引張応力 

引張力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許容引

張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるラック取付ボルト又は基礎ボ

ルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

スペーサ下部支持部材の高さ 

スペーサの高さ 

支点間の距離 

スペーサ下部支持部材とセル壁面との距離 

ベース又はコモンベース端から重心までの距離 

ベース又はコモンベース端からラック取付ボルト又は基礎ボル

トまでの距離 

曲げモーメント 

ベース又はコモンベース底部の転倒モーメント 

使用済燃料収納缶（大）貯蔵時のラック全質量 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

－ 

－ 

ＭＰa 

ＭＰa 

Ｎ 

Ｎ 

 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

 

ＭＰa 

 

ｍ／ｓ2 

mm 

mm 

mm 

mm 

㎜ 

㎜ 

 

Ｎ・㎜ 

Ｎ・㎜ 

kg 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ｍＦ 

ｍＲ 

ｍＷ 

ｍFC 

ｍCB 

ｎ 

ｎｊ 

 

Ｐ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

使用済燃料収納缶（大）に収納した燃料 

ラックの質量 

ラックに含まれる水の質量 

使用済燃料収納缶（大）の質量 

コモンベースの質量 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの全本数 

ベース又はコモンベース端から lｊの位置にあるラック取付ボル

ト又は基礎ボルトの本数 

スペーサおよびスペーサ下部支持部材への荷重 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表９に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表８に定める値 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

－ 

－ 

 

Ｎ 

ＭＰa 

ＭＰa 

Ｚ 

Λ 

λ 

σ0 

σｂ 

σＣ 

σcb 

σｆａ 

σｘ，σｙ 

τｂ 

τＳ 

τｘｙ 

スペーサ下部支持部材の断面係数 

スペーサの限界細長比 

スペーサの有効細長比 

スペーサ下部支持部材に生じる組合せ応力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じる引張応力 

スペーサに生じる圧縮応力 

スペーサ下部支持部材に生じる曲げ応力 

部材に生じる組合せ応力 

部材に生じる引張応力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じるせん断応力 

スペーサ下部支持部材に作用するせん断応力 

部材に生じるせん断応力 

㎜３ 

－ 

－ 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

注記 

１）添字ｉの意味は，以下のとおりとする。また，添字ｊは１～１０までの数字を示すものとす

る。 

ｉ＝Ｘ：Ｘ方向 

ｉ＝Ｙ：Ｙ方向 

２）クラス３支持構造物及びその他支持構造物に対する ft，fs，fc，fcb の値の算出において，F

値は次の値を用いる。 

F = Min[Sy，0.7Su] 

ただし，使用温度が 40℃を超えるオーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金にあ

っては， 

F = Min[1.35Sy，0.7Su，Sy(RT)] 

ここで， 

F ：許容応力算定用基準値，材料の許容応力を決定する場合の基準値 
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１．５ 計算精度と数値の丸め方  

精度は 6 桁以上を確保する。  

表示する数値の丸め方は表１－２に示すとおりとする。 

 

表１－２ 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁目 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁目 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊1 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計引張強さ及び設計降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする 
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２. 評価部位  

ラックの耐震評価は，耐震評価上厳しくなるラック本体，ラック取付ボルト，基礎ボル

ト，スペーサ，スペーサ下部支持部について実施する。ラックの耐震評価部位については，

図３－１の構造概要図に示す。 

 

３．地震応答解析及び構造強度評価  

３．１ 地震応答解析及び構造強度評価方法  

（１）地震応答解析には，シェル要素を用いた有限要素モデルによるモーダル解析を用い

る。  

（２）ラックは，使用済燃料共用プール（以下｢共用プール｣という。）の底部に基礎ボル

トを介して据え付けられたコモンベース上にラック取付ボルトで固定されるものと

する。 

（３）ラックの質量には，使用済燃料収納缶（大）及びこれに収納されている使用済燃料

の質量とラック自身の質量のほか，使用済燃料収納缶（大）とラックに含まれる水

の質量及びラック外形の排除水質量
＊
を考慮する。 

（４）水平方向地震動と鉛直方向地震動を解析モデルへ別々に入力して地震荷重，応力を

求め，それらを適切に組み合わせて評価を行う。 
（５）構造概要図を図３－１に示す。また，使用済燃料貯蔵ラックに係る要目表を表３－

１～２に示す。 

 

注記 *：排除水質量とは，水中の機器の容積により排除される機器の周囲の流体の質量である。 
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図３－１ 構造概要図（使用済燃料貯蔵ラック（25 体）） 

4.
7m

 
0.

1m
 

1.8m 1.8m 
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表３－１ 使用済燃料貯蔵ラック（25体）に係る要目表 

名 称 使用済燃料貯蔵ラック 

種 類 － たて置ラック式 

容 量 体 25 

主 

要 

寸 

法 

高 さ mm (4680) 

中 心 間 距 離 mm  

内 の り mm  

ス ペ ー サ 間 距 離 mm  

厚 さ mm  

材 質 － SUS304 

個 数 － 1 

注：主要寸法の（  ）内は公称値を示す。 

 
表３－２ 使用済燃料貯蔵ラック（25体）の主要寸法 

主要寸法 解析使用値 

高さ(mm) 4680 

中心間距離(mm)  

内のり(mm)  

スペーサ間距離(mm)  

厚さ(mm)  
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３．２ 荷重の組合せ及び許容限界  

３．２．１ 荷重の組み合わせ許容限界 

ラックの荷重の組み合わせ許容限界を表３－３に示す。 

 

３．２．２ 使用材料の許容応力評価条件 

ラックの許容応力評価条件を表３－４に示す。
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表３－３ 許容限界 

耐震 

クラス 
荷重組合せ 

供用 

状態 

一次応力 
適用範囲 

引張 せん断 圧縮 曲げ 組合せ 

Ｓ D＋PD＋MD＋Ss Ｄｓ 

1.5ft
* 1.5fs

* 1.5fc
* 1.5fb

* 1.5ft
* 

・ラック本体 

・スペーサ 

・スペーサ下部支持部材 

1.5ft
* 1.5fs

* － － Min{1.5ft
* ，(2.1ft

* －1.6τb)} 
・ラック取付ボルト 

・基礎ボルト 
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記号の説明 

D ：死荷重 

PD ：地震と組合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲがある場合はこれを

含む）における圧力荷重又は当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

MD ：地震と組合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲがある場合はこれを

含む）における機械的荷重又は当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ss ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ft
(注) ：ボルト材以外の支持構造物に対しては設計･建設規格SSB-3121.1，ボルト材に対して

は設計･建設規格SSB-3131により規定される供用状態Ａ及びＢでの許容引張応力 

fs
(注) ：ボルト材以外の支持構造物に対しては設計･建設規格SSB-3121.1，ボルト材に対して

は設計･建設規格SSB-3131により規定される供用状態Ａ及びＢでの許容せん断応力 

fc
(注) ：ボルト材以外の支持構造物に対して設計･建設規格SSB-3121.1により規定される供用

状態Ａ及びＢでの許容圧縮応力 

fb
(注) ：ボルト材以外の支持構造物に対して設計･建設規格SSB-3121.1により規定される供用

状態Ａ及びＢでの許容曲げ応力 

ft
＊，fs

＊，fc
＊，fb

＊：供用状態Ｄｓに対する許容応力算定に用いる応力であって，上記のft，fs，

fc，fbの値を算出する際，以下の読み替えを行って算出した値。その他の支

持構造物の場合，下記（注）のSy を1.2Sy と読み替える。ただし，ステンレ

ス鋼及び高ニッケル合金を除く。 

τb  ：基礎ボルトに生じるせん断応力  

 

（注） 

クラス３支持構造物及びその他支持構造物に対する ft，fs，fc，fbの値の算出において，F値は次

の値を用いる。 

F = Min[Sy，0.7Su] 

ただし，使用温度が 40℃を超えるオーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金にあっては， 

F = Min[1.35Sy，0.7Su，Sy(RT)] 

ここで， 

F ：許容応力算定用基準値，材料の許容応力を決定する場合の基準値
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表３－４ 使用材料の許容応力評価条件 

 

項目 

部材 
材 料 

板厚ｔ 

（㎜） 

縦弾性係数Ｅ*1
 

(ＭＰa) 

せん断弾性係数Ｇ*1
 

(ＭＰa) 

Ｓｙ
*1
 

(ＭＰa)  

Ｓｙ
*2
 

（ＭＰa） 

Ｓｕ
*1
 

（ＭＰa） 

Ｆ＊
 

（ＭＰa） 

ラック本体 

（枠板大） 
SUS304  192000 73800 188.66 205 479.89 205 

ラック本体 

（枠板小） 
SUS304  192000 73800 188.66 205 479.89 205 

燃料支持板 SUS304  192000 73800 188.66 205 479.89 205 

 

注記 *1：最高使用温度（66℃）で算出 

*2：室温で算出 
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３．３ 解析モデル及び諸元 

ラックはシェル要素を用いた有限要素モデルとする。ラックの計算モデルを図３－２

に示す。また，機器の諸元を表３－５に示す。 

ラックは，共用プールの底部に基礎ボルトを介して据え付けられたコモンベース上

にラック取付ボルトで固定されるものとする。 

使用済燃料収納缶（大）及びこれに収納されている使用済燃料の質量と使用済燃料

収納缶（大）に含まれる水の質量はセル内の上下スペーサで支持されるためラックセ

ルの上下端に与える。また，ラックセル内に含まれる水の質量，ラック外形の排除水

質量は，ラック全高にわたって等分布に与える。 

また，計算に用いる設計条件，固有周期の算出及び部材，ラック取付ボルト，基礎

ボルト，スペーサ，スペーサ下部支持部材の応力評価に用いる要目を３章に示す。 

解析コードは，「NASTRAN」を使用する。 
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      図３－２ 使用済燃料貯蔵ラック（25 体）計算モデル 
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表３－５ 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

SUS304（ラック本体，スペーサ

及びスペーサ下部支持部材）， 

SUS630H1150（ラック取付ボルト

及び基礎ボルト） 

質量 m kg  

温度条件 

（最高使用温度） 
T ℃ 66 

縦弾性係数 E*1 MPa 
192000（ラック本体，スペーサ

及びスペーサ下部支持部材） 

ポアソン比 ν － 0.3 

注記 *1：最高使用温度（66℃）で算出 
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３．４ 固有周期 

固有周期は，計算機コード「NASTRAN」を用いて求める。 

固有値解析の結果を表３－６に，振動モード図を図３－３～図３－５に示す。鉛直方

向は，4次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。 

表３－６ 固有値解析結果 

ラック種類 次数 
固有周期 刺  激  係  数 

（ｓ） Ｘ方向 Ｙ方向 Z 方向 

使用済燃料貯蔵ラ

ック（25 体） 

1     
2     

3     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 振動モード（1次モード） 

 

図３－３ 振動モード（1次モード） 
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図３－４ 振動モード（2次モード） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ 振動モード（3次モード） 
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３．５ 設計用地震力  

評価に用いる設計用地震力を表３－７に示す。 

 

表３－７ 設計用地震力 

注記 *1：基準床レベルを示す。 

*2：基準地震動ＳＳに基づく動的解析より得られる応答値（１次固有周期：ＣＨ＝0.89） 

*3：基準地震動ＳＳに基づく動的解析より得られる応答値（２次固有周期：ＣＨ＝0.70） 

*4：基準地震動ＳＳに基づく動的解析より得られる応答値（３次固有周期：ＣＨ＝0.70） 

*5：基準地震動ＳＳにより定まる動的震度（ＣＨ＝0.67）についても考慮する。 

 

据付場所及び 

床面高さ（ｍ） 
次数 

固有周期 

（ｓ） 

基準地震動ＳＳ 
減衰定数 

（％） 

水平方向*5 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 鉛直方向 

運用補助共用施設 

G.L. -1.3*1 

１次  *2 

Ｃｖ＝0.49 1.0 － ２次  *3 

３次  *4 
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３．６ 応力の計算方法 

３．６．１ 部材の応力 

部材についての応力計算は，図３－２の計算モデルにて計算機コードを使用して行い，

引張応力，せん断応力を求め，本項に示す計算方法に従って組合せ応力を計算する。 

計算機コード内では，各部材の局所座標系及びせん断応力τｘｙ，引張応力σｘ，σｙの作

用する向きを，図３－６に示すように設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６ 部材の応力 

 

各部材の組合せ応力σｆａは，上記で計算したせん断応力τｘｙ，引張応力σｘ，σｙを用い

て，次式より求める。 

 

 

σｙ 
τｘｙ 

τｘｙ 

σｘ 

σｘ 

ｙ 
τｘｙ 

σｙ τｘｙ 
ｘ 

222 3 xyyxyxfa
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３．６．２ ラック取付ボルトの応力 

Ｘ方向地震時を例にとり，以下に計算方法を説明する。なお，Ｙ方向も同様の計算方

法により応力を求める。 

図３－２の計算モデルにて荷重計算を計算機コードを使用して行い，求められた地震

時にラックに作用する転倒モーメントＭｘ及びベース底部に作用するせん断力Ｆｘが，ラッ

クに図３－７のように負荷されるものとしてラック取付ボルトの応力を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７ ラック取付ボルトの応力 

 

(１) 引張応力 

Ａ点まわりのモーメントの平衡によりラック取付ボルト１本当りの引張力ｆｊ

を求める。 
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ｆ１＞ｆ２＞ｆ３＞ｆ４の関係にあるのでｆ１のみを求める。 

  

 

引張力ｆ１によりラック取付ボルトに生じる引張応力σｂは，次式により求める。 

 

 

ただし，ｆ１の値が負のときはラック取付ボルトに引張力が生じないので，引

張応力の計算は行わない。 

 

(２) せん断応力 

ラック取付ボルトに対するせん断力はラック取付ボルト全本数で受けるもの

として計算する。 

せん断力ＦＸによりラック取付ボルトに生じるせん断応力τｂは，次式により求

める。 

 

 

 

2
44

2
33

2
22

2
11

1
1

1
lnlnlnln

lgmCMl
f XgVX

b
b A

f1

b

X
b An

F
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３．６．３ 基礎ボルトの応力 

Ｘ方向地震時を例にとり，以下に計算方法を説明する。なお，Ｙ方向も同様の計算方

法により応力を求める。 

図３－２ の計算モデルにて荷重計算を計算機コードを使用して行い，求められた地震

時にラックに作用する転倒モーメントＭｘ及びコモンベース底部に作用するせん断力Ｆｘ

が，ラックに図３－８のように負荷されるものとして基礎ボルトの応力を求める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－８ 基礎ボルトの応力 



 

26 

(１) 引張応力 

Ａ点まわりのモーメントの平衡により基礎ボルト１本当りの引張力ｆｊを求め

る。 

ｆ１＞ｆ２＞ｆ３＞ｆ４の関係にあるのでｆ１のみを求める。 

  

 

引張力ｆ１により基礎ボルトに生じる引張応力σｂは，次式により求める。 

 

 

ただし，ｆ１の値が負のときは基礎ボルトに引張力が生じないので，引張応力

の計算は行わない。 

 

(２) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算す

る。 

せん断力ＦＸにより基礎ボルトに生じるせん断応力τｂは，次式により求める。 

 

 

2
44

2
33

2
22

2
11

1
1

1
lnlnlnln

lgmCMl
f XgVX

b
b A

f1

b

X
b An

F
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３．６．４ スペーサおよびスペーサ下部支持部材の応力 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）セル内の上下に取付けるスペーサおよびスペーサ下部

支持部材の条件は図３－９のａ部もしくはａ’部のどちらかに属すると考えられる。 

ａとａ’の部位を比較すると、図３－９の矢印方向から荷重を受けたとき，ａ’部は

隣り合うセルのスペーサおよびスペーサ下部支持部材も強度部材として寄与するが，ａ

部は隣り合うセルが無いため，ａ’に比べ，強度上不利である。 

したがって、代表してａ部を評価し、強度を満足することを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－９ 使用済燃料貯蔵ラック（25体）上面図 

 

ａ ａ’ 
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(１) 作用荷重 

使用済燃料収納缶（大）に働く地震力が、セルの 1面の上下部スペーサ部に作

用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１０ スペーサおよびスペーサ下部支持部材の作用荷重（1/2） 

使用済燃料収納缶（大） 

使用済燃料収納缶（大） 

使用済燃料収納缶（大） 



 

29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１１ スペーサおよびスペーサ下部支持部材の作用荷重（2/2） 

 

 

作用荷重：  

gmCP H4
1

 
＝1/4×0.89×   ×9.80665 

＝          (N) 

 

適用震度：ＣＨ＝0.89(-) 

 

質量：ｍs＝    (㎏) 

ｍs：燃料，使用済燃料収納缶（大）及び使用済燃料収納缶（大）内包水

の合計質量 

 

重力加速度：g＝9.80665(m/s2) 

 

長さ：Ｌ  ＝    (mm) 

長さ：Ｌ１＝      (mm) 

長さ：Ｌ２＝      (mm) 

 

(２) スペーサに生じる圧縮応力 

S
C A

P
 

 

(３) スペーサ下部支持部材に生じる曲げ応力 

Z
M

LPM

cb

1

 

使用済燃料収納缶（大） 
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(４) スペーサ下部支持部材に生じるせん断応力 

A
P

S  

 

(５) スペーサ下部支持部材に生じる組合せ応力 

22
0 3 scb  
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３．７ 計算条件 

３．７．１ 設計条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の重

要度分類 

据付場所及び床面高さ 

（ｍ） 
次 数 

基準地震動ＳＳ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 水平方向*5 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵ラック

（25 体） 
S 

運用補助共用施設 

G.L. -1.3 *1 

１次 *2 

Ｃｖ＝0.49 66 － ２次 *3 

３次 *4 

 

注記  *1：基準床レベルを示す。 

 *2：基準地震動ＳＳに基づく動的解析より得られる応答値（１次固有周期：ＣＨ＝0.89） 

 *3：基準地震動ＳＳに基づく動的解析より得られる応答値（２次固有周期：ＣＨ＝0.70） 

 *4：基準地震動ＳＳに基づく動的解析より得られる応答値（３次固有周期：ＣＨ＝0.70） 

*5：基準地震動ＳＳにより定まる動的震度（ＣＨ＝0.67）についても考慮する。 
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３．７．２ ラック取付ボルトの応力評価に用いる要目 

機器名称 
ｍ 

（kg） 

ｍＦ 

（kg） 

ｍＲ 

（kg） 

ｍＷ 

（kg） 

ｍFC 

（kg） 

使用済燃料貯蔵  

ラック（25 体） 
     

 
ℓ１

 

（㎜） 

ℓ２
 

（㎜） 

ℓ３
 

（㎜） 

ℓ４
 

（㎜） 

ℓ５
 

（㎜） 

ℓ６
 

（㎜） 

ℓ７
 

（㎜） 

ℓ８
 

（㎜） 

ℓ 9
 

（㎜） 

ℓ 10
 

（㎜） 

ℓ Xｇ
 

（㎜） 

ℓ Yｇ
 

（㎜） 

            

 
Ａｂ 

（㎜ 2） 

ｎ
 

（－） 

ｎ1
 

（－） 

ｎ2
 

（－） 

ｎ3
 

（－） 

ｎ4
 

（－） 

ｎ5
 

（－） 

ｎ6
 

（－） 

ｎ7
 

（－） 

ｎ8
 

（－） 

ｎ9
 

（－） 

ｎ10
 

（－） 

            

 

ラック取付 

ボルト材料 

Fx 

(N) 

Fy 

(N) 

Mx 

(N･mm) 

My 

(N･mm) 

Ｓｙ
 

（ＭＰa） 

Ｓｕ
 

（ＭＰa） 

Ｆ＊ 

（ＭＰa） 

SUS630H1150 1.368×105 1.380×105 5.291×108 5.333×108    

注記＊：最高使用温度（66℃）で算出 

 

（X 方向） 
（Y 方向） 
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３．７．３ 基礎ボルトの応力評価に用いる要目 

機器名称 
ｍ 

（kg） 

ｍＦ 

（kg） 

ｍＲ 

（kg） 

ｍＷ 

（kg） 

ｍFC 

（kg） 

ｍCB 

（kg） 

コモンベース       

 
ℓ１

 

（㎜） 

ℓ２
 

（㎜） 

ℓ３
 

（㎜） 

ℓ４
 

（㎜） 

ℓ５
 

（㎜） 

ℓ６
 

（㎜） 

ℓ７
 

（㎜） 

ℓ８
 

（㎜） 

ℓ Xｇ
 

（㎜） 

ℓ Yｇ
 

（㎜） 

          

 
Ａｂ 

（㎜ 2） 

ｎ
 

（－） 

ｎ１
 

（－） 

ｎ２
 

（－） 

ｎ３
 

（－） 

ｎ４
 

（－） 

ｎ５
 

（－） 

ｎ６
 

（－） 

ｎ７
 

（－） 

ｎ８
 

（－） 

          

 

基礎ボルト

材料 

Fx 

(N) 

Fy 

(N) 

Mx 

(N･mm) 

My 

(N･mm) 

Ｓｙ
 

（ＭＰa） 

Ｓｕ
 

（ＭＰa） 

Ｆ＊ 

（ＭＰa） 

SUS630H1150 1.368×105 1.380×105 5.291×108 5.333×108    

注記＊：最高使用温度（66℃）で算出  

（X 方向） （Y 方向） 
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３．７．４ スペーサの断面特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面 

形状 
項目 記号 値 単位 数式 

長方形 

断面 

幅 B  mm  

高さ H’  mm  

断面積 As  mm2 ＝H’×B 
断面二次モーメント(弱軸) I  mm4 

 

＝ 

 

断面二次半径 i  mm  
 長さ ℓ  mm  

座屈長さ ℓk  mm ＝2.1ℓ 

有効細長比 λ 13.828 - 

 

＝ 

 

 

H’
=6

5 

 

H’×B3 12 

ℓk i 
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３．７．５ スペーサ下部支持部材の断面特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面形状 項目 記号 値 単位 数式 

コの字断面 

（非対称断面） 

幅 
B  mm  

b  mm  

高さ（はりのせい） H  mm  

高さ h  mm  

厚さ 
s  mm  

t  mm  

重心の距離 
e1  mm 

 
 

e2  mm ＝H－e1 
断面二次 

モーメント 
I  mm4 

 

 
 
 

断面係数 
Z1  mm3 ＝I/e1 
Z2  mm3 ＝I/e2 

断面積 A  mm2 ＝B・H－b・h 
断面二次半径 i  mm  
支点間距離 L  mm  
圧縮フランジの 

断面積 
Af     mm2 ＝B・s 

板幅比 B/s  -  
    

曲げ方向 

b・s2＋(B－b)・H2＋b・t・(2H－t) 2(b・s＋(B－b)・H＋b・t) 
B・t3 12 

＝16.76 ≧ B/ｓなので板幅比を満足する。
＋ 24/ 

＝ 

＋B・t・(e2－t/2)2 
B・s3 12 ＋B・s・(e1－s/2)2 

(B－b)h3 12 ＋(B－b)・h・(h/2＋t－e2)2
＋ 

＝ 
＋ 
＋ 
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３．８ 応力の評価 

３．８．１ 部材の応力評価 

３．６．１項で求めた各部材の引張応力σｘ，σｙ及び組合せ応力σｆａが，許容引張応力

ｆｔ以下であること。 

また，３．６．１項で求めた各部材のせん断応力τｘｙが，許容せん断応力ｆｓ以下であ

ること。 

ただし，ｆｔ及びｆｓは下表による。 

 

地震力の種類 基準地震動Ｓs 

許容引張応力  ｆｔ 51・
51

F .
.

 

許容せん断応力 ｆｓ 51・
3・51

F .
.

 

 

３．８．２ ラック取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

３．６．２項で求めたラック取付ボルト及び３．６．３項で求めた基礎ボルトの引張

応力σｂが，次式より求めた許容引張応力ｆｔｓ以下であること。 

また，３．６．２項で求めたラック取付ボルト及び３．６．３項で求めた基礎ボルト

のせん断応力τｂが，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ｆｓｂ以下であること。 

ｆｔｓ＝1.4ｆｔｏ－1.6τｂ  

かつ， 

ｆｔｓ≦ｆｔｏ  

ただし，ｆｔｏ及びｆｓｂは下表による。 

 

地 震 力 の 種 類 基 準 地 震 動 Ｓ s 

許容引張応力 ｆｔｏ 
F

2
5・1.  

許容せん断応力 ｆｓｂ 51・
3・51

F .
.

 

* 

* 

* 

* 
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３．８．３ スペーサ及びスペーサ下部支持部材の応力評価 

SUS304（オーステナイト系ステンレス鋼） 

基準強度：Ｆ* ＝ 205(MPa) 

縦弾性係数：Ｅ ＝ 1.92×105(MPa) 

地 震 力 の 種 類 基 準 地 震 動 Ｓ S 

許 容 圧 縮 応 力  ｆ Ｃ 5.1
*2 F

0.4-1  

許 容 曲 げ 応 力  ｆ ｃ ｂ 
5.1

5.1,
*F

HL

AfE0.433
1.5min  

許容せん断応力 ｆＳＳ 
35.1

5.1
*F

 

許容組合せ応力ｆ０ 
5.1

5.1
*F
 

 

 



 

38 

３．８．４ 許容応力 

３．８．４．１ ラック部材（SUS304→オーステナイト系ステンレス鋼） 

Ｆ
＊

＝Min[1.35Sy，0.7Su，Sy(RT)]  

 

 

 

 

 

Ｓy：付録材料図表Part5表8 －30℃～40℃ 75℃  

205(MPa) 183(MPa)  

Ｓu：付録材料図表Part5表9 －30℃～40℃ 75℃  

520(MPa) 466(MPa)  

温度66℃で線形補間すると  

Ｓy(66℃)＝205－      ×(66-40)=188.66(MPa)  

 

Ｓu(66℃)＝520－      ×(66-40)=479.89(MPa) 

 

したがって、Ｆ
＊
＝Sy(RT)=205(MPa) 

 

（許容引張応力）  

51・
51

F* .
.

ft =205(MPa) （整数位，小数点以下第一位切り捨て） 

（許容せん断応力）  

51・
351

F* .
.

sf =118(MPa) （整数位，小数点以下第一位切り捨て） 

 

（許容組合せ応力）  

2
xyyx

2
y

2
xt 3f  

 

ここで、 σ
ｘ
、σ

ｙ
：互いに直交する垂直応力  

τ
ｘｙ
：σ

ｘ
、σ

ｙ
の作用する面内のせん断応力 

(205－183) 
75－40 

(520－466) 
75－40 
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３．８．４．２ ボルト類 

Ｆ
＊

＝Min  

 

Ｓy：付録材料図表Part5表8 －30℃～40℃ 75℃  

 

Ｓu：付録材料図表Part5表9 －30℃～40℃ 75℃  

 

温度66℃で線形補間すると  

Ｓy(66℃)＝   －      ×(66-40)=       (MPa)  

 

Ｓu(66℃)＝   －      ×(66-40)=       (MPa) 

 

したがって、Ｆ
＊
＝             (MPa) 

 

（許容引張応力）  

51・
2

F* .f to =    (MPa) （整数位，小数点以下第一位切り捨て） 

（許容せん断応力）  

51・
351

F* .
.sbf =    (MPa) （整数位，小数点以下第一位切り捨て） 

 

（許容組合せ応力）  

fts=1.4fto-1.6τb 

かつ 

fts≦fto 

 

 
75－40 

 
75－40 
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３．８．４．３ スペーサ 

設計・建設規格(JSME S NC1-2005/2007) SSB-3121.3，SSB-3121.1 に従い、許容応力を

算出する。 

(１) 許容圧縮応力 
SSB-3121.1(3)より 

有効細長比 λ ＝ 13.828 

 

限界細長比 Λ ＝    ＝         ＝ 124.12 

 

ν ＝1.5＋－   ＝1.5＋－      ＝ 1.508 

 

λ＜Λより 

 

   fｃ ＝         ×1.5 

 

＝             ×1.5 

 

＝ 202(MPa) (整数位，小数点以下第一位切り捨て) 

 

３．８．４．４ スペーサ下部支持部材 

設計・建設規格(JSME S NC1-2005/2007) SSB-3121.3，SSB-3121.1 に従い、許容応力を

算出する。 

(１) 許容曲げ応力 

設計・建設規格 SSB-3121.1(4)ｃより荷重面内に対称軸を有しないため 

 

fｂ ＝ 

 

＝ 

 

＝        ＝ 205(MPa)  (整数位，小数点以下第一位切り捨て) 

 

(２) 許容せん断応力 

 

fss ＝ 

 

＝        ＝ 118(MPa)（整数位，小数点以下第一位切り捨て） 

2 
3 

2 
3 
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(３) 許容組合せ応力 

 

f0 ＝ 

 

＝       ＝ 205(MPa)（整数位，小数点以下第一位切り捨て） 
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４．評価結果 

 (１) 部材に生じる応力                  （単位：ＭＰa） 

ラック 部 材 材 料 応 力 
基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 

使用済燃料貯蔵 

ラック（25 体） 

ラック本体 

（枠板大） 
SUS304 

引張り σｘ ＝ 14 fｔ ＝ 205 

引張り σｙ ＝ 2 fｔ ＝ 205 

せん断 τｘｙ ＝ 2 fs ＝ 118 

組合せ σｆａ ＝ 13 fｔ ＝ 205 

ラック本体 

（枠板小） 
SUS304 

引張り σｘ ＝ 14 fｔ ＝ 205 

引張り σｙ ＝ 2 fｔ ＝ 205 

せん断 τｘｙ ＝ 3 fs ＝ 118 

組合せ σｆａ ＝ 14 fｔ ＝ 205 

すべて許容応力以下である。 

 

 (２) ラック取付ボルトに生じる応力      （単位：ＭＰa） 

ラック 材 料 応 力 
基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 

使用済燃料貯蔵 

ラック（25 体） 

SUS630 

H1150 

引張り σｂ ＝ 21 ｆｔｓ ＝ 455 

せん断 τｂ ＝ 6 ｆｓｂ ＝ 350 

すべて許容応力以下である。 

 

(３) 基礎ボルトに生じる応力          （単位：ＭＰa） 

ラック 材 料 応 力 
基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 

使用済燃料貯蔵 

ラック（25 体） 

SUS630 

H1150 

引張り σｂ ＝ 36 ｆｔｓ ＝ 455 

せん断 τｂ ＝ 12 ｆｓｂ ＝ 350 

すべて許容応力以下である。 
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(４) スペーサに生じる応力                 （単位：ＭＰa） 

 ラック 部 材 材 料 応 力 
基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 

使用済燃料貯蔵 

ラック（25 体） 
スペーサ SUS304 圧縮 σＣ ＝ 1 ｆＣ ＝ 202 

すべて許容応力以下である。 

 

(５) スペーサ下部支持部材に生じる応力          （単位：ＭＰa） 

 ラック 部 材 材 料 応 力 
基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 

使用済燃料貯蔵 

ラック（25 体） 

スペーサ 

下部支持部材 
SUS304 

曲げ σcｂ ＝ 28 fcｂ ＝ 205 

せん断 τs ＝ 4 fss ＝ 118 

組合せ σ0 ＝ 29 ｆ0 ＝ 205 

すべて許容応力以下である。 
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損傷・変形等燃料の取り出し関連工程について

1

燃料取出し工程

2019年度 2020年度

２Q ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ４Q

使
用

済
燃

料
ﾌﾟ

ｰﾙ
取

扱
い

• ハンドル変形燃料の取扱い方法に係る実施計画変更
申請

• 取扱い作業手順の作成
• 取扱い訓練

使
用

済
燃

料
ﾌﾟ

ｰﾙ
～

共
用

ﾌﾟ
ｰﾙ

輸
送

• 輸送容器に係る実施計画審査対応（8月申請済み）
• 収納缶（大）用の輸送容器バスケットの製造

共
用

プ
ー

ル
取

扱
い

・
保

管

• 収納缶（大）用ラック、収納缶（大）、吊り具に係
る実施計画審査対応（7月申請済み）

• 収納缶（大）取扱い時の遮へい水深に係る実施計画
変更申請

• 収納缶（大）の製造
• 収納缶（大）用吊り具の製造
• 収納缶（大）用ラックの製造、設置
• 収納缶取扱い作業手順の作成
• 取扱い訓練

燃料取り出し

設備点検 設備点検

燃料取り出し

変形燃料等
取り出し

取扱い方法の検討

訓練②※

収納缶(大)／吊り具材料手配・製造

バスケット材料手配・製造

作業手順の作成⑧

収納缶（大）用ラック材料手配・製造

訓練⑦※設置工事※

▼実施計画変更申請⑤（ラック等）

▼実施計画変更申請④

▽実施計画変更申請①

▽実施計画変更申請（遮へい水深）⑥

※工程調整中

作業手順の作成③



損傷・変形等燃料の取り出し関連作業について

輸送容器をSFP内に移動 ハンドル変形燃料※1をラックから吊り上げ ハンドル変形燃料を輸送容器へ装填 輸送容器の蓋締め 輸送容器の吊り上げ

関
連

設
備

・クレーン

・輸送容器（7体収納、２体収納）

・輸送キャスク支持架台

・燃料取扱機
・燃料取扱機

・輸送容器（7体収納、２体収納）

・クレーン

・蓋締め装置

・輸送容器（7体収納、２体収納）

・クレーン

・輸送容器（7体収納、２体収納）

ポ
イ

ン
ト クレーン等３号機燃料取扱設備で輸送容器のハン

ドリングができるか（寸法・重量）

燃料取扱機で損傷・変形等燃料がハンドリングで

きるか（実施計画・訓練・手順）

輸送容器に損傷・変形等燃料を装填できるか（実

施計画・訓練・手順）

クレーン等、３号機燃料取扱設備で輸送容器の蓋

締めができるか（寸法）

クレーン等、３号機燃料取扱設備で輸送容器のハ

ンドリングができるか（寸法・重量）

確
認

事
項

 既存の3号機構内輸送容器を使用するため，取

扱い手順は現在と同じ。但し，2体収納時はキャ

スク重量が低減するため，クレーンの荷重は軽減

する

ハンドル変形燃料を取扱うため，ラック上での燃

料の把持に係る取扱い実施計画変更申請（①），

訓練（②），手順の整備（③）が必要

 ハンドル変形燃料を取扱うため，輸送容器内の

収納缶への裝荷に係る取扱い実施計画変更申請

（①），訓練（②），手順の整備（③）が必要

 現存の3号機構内輸送容器を使用するため，取

扱い手順は現在と同じ

 現存の3号機構内輸送容器を使用するため，取

扱い手順は現在と同じ。但し，2体収納時はキャ

スク重量が低減するため，クレーンの荷重は軽減

する

SFP～共用プール輸送

構内輸送 輸送容器をプール内に移動・蓋開け
収納缶（損傷・変形等燃料入り）を

輸送容器から取出し・移動

収納缶（損傷・変形等燃料入り）を

収納缶用ラックへ裝荷・貯蔵
空の収納缶を輸送容器へ設置

・輸送容器（7体収納※２，2体収納※３）

・運搬車両
・天井クレーン

・燃料取扱機

・収納缶（小）

・収納缶用吊り具（小）

・収納缶（小）用ラック

・天井クレーン

・収納缶（小）

・収納缶用吊り具（小）

・天井クレーン

・収納缶（大）

・収納缶用吊り具（大）

・収納缶（大）用ラック

・天井クレーン

・収納缶（大）

・収納缶用吊り具（大）

ポ
イ

ン
ト 損傷・変形等燃料の輸送時における安全機能が問

題ないか（実施計画）

天井クレーンで収納缶（大）がハンドリングでき

るか（実施計画・訓練・手順）

損傷・変形等燃料入りの収納缶をの貯蔵時におけ

る安全機能が問題ないか（実施計画）

天井クレーンで収納缶（大）のハンドリングがで

きるか（寸法・重量）

確
認

事
項

 ハンドル変形燃料を取扱うため，輸送容器に係

る安全評価（構造強度，除熱機能，密封機能，遮

へい機能，臨界防止機能）実施計画変更申請

（④）が必要

 現存の3号機構内輸送容器を使用するため，取

扱い手順は現在と同じ。但し，2体収納時はキャ

スク重量が低減するため，クレーンの荷重は軽減

する

 ハンドル変形燃料を取扱うため，プールでの収

納缶の落下防止及び遮へい水深に係る取扱い実施

計画変更申請（⑤，⑥），訓練（⑦），手順の整

備（⑧）が必要

 ハンドル変形燃料を取扱うため，収納缶用ラッ

クの貯蔵時安全評価（耐震性，臨界防止機能，遮

へい機能）実施計画変更申請（⑤）が必要

 既存の3号機構内輸送容器を使用するため，取

扱い手順は現在と同じ。

赤字：通常の燃料の取出しからの変更箇所

※１：CB無し燃料及び漏えい燃料も含む

※２：ハンドル変形燃料の輸送に用いるため運用を変更

※３：容器本体は7体収納と同じでバスケットを取り替え

※４：①～⑧は損傷・変形等燃料の取り出し関連工程を参照

SFP取扱い
主

な
燃

料
取

出
し

の
ス

テ
ッ

プ
主

な
燃

料
取

出
し

の
ス

テ
ッ

プ

共用プール取扱い・保管

関
連

設
備

輸送容器

輸送容器 燃料ラック

燃料

燃料取扱機 クレーンクレーン クレーン

輸送容器

３号 ＳＦＰ

３号 ＳＦＰ

燃料ラック輸送容器

燃料

共用プール建屋

1階クレーン

天井クレーン

運搬車両
輸送容器 収納缶用ラック

燃料取扱機／天井クレーン

収納缶

収納缶用ラック輸送容器

収納缶用
吊り具

天井クレーン

除染ピット

収納缶

輸送容器

収納缶用
吊り具

除染ピット
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